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1収支の総括表

2収入項目別金額の内訳
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1 資産等の総括表
資 産 等 の 状 況
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必須様式(3/4)※ 有の場合、その内訳を様式 (その 18)に 記入すること。
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た士′

巳 誓  書

添付書類 (別添のとおり)

□ 1 領収書等の写し

2 監査意見書 (政党及び政治資金団体に限る。 )

□ 3 政治資金監査報告書 (国会議員関係政治団体に限る。 )

この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。
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※ 以下は盤幽重聾劇巳立る自型2」曖菫鋼諧置L」□散届L菫目主主五虫□饉田墜腱L」と」L乙すること。

代表者の氏名 【署名又は記名押印】

1 会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあつては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書
類の提示又は提出を行 うこと。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

2政 治団体の解散に伴 う報告書の場合は、会計責任者の氏名の他、代表者の氏名を記載すること。また、代表者及び会計責任者本人が提
出する場合にあつては本人確認書類の提示又は提出を、これらの者の代理人が提出する場合にあつては当該代理人の権限を証する書面
及び本人確認書類の提示又は提出を行 うこと。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでな
い 。
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